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1. 概要

本資料は，原子炉建物内に設置される機器・配管系について，建物剛性（コンクリート

強度，補助壁）と地盤物性（地盤のＳ波速度及びＰ波速度）の不確かさを考慮した検討ケ

ースに対して耐震性への影響検討結果を示すものである。 

建物剛性及び地盤物性の不確かさを考慮した検討ケースを表 1－1 に示す。ここで，コ

ンクリート強度を設計基準強度，補助壁を非考慮，地盤のＳ波速度及びＰ波速度を標準地

盤とした検討ケースを基本ケースとする。表中の塗りつぶし部分は，基本ケースと異なる

設定をしているパラメータを示す。表 1－1 に示すとおり，ケース 2 及び 3 は設計条件に

含めていることから，本資料ではケース 4,5,6 について機器・配管系への影響を確認する。 

表 1－1 建物剛性及び地盤物性の不確かさを考慮した検討ケース 

検討ケース 

建物剛性 

地盤物性 備考 コンクリート

強度
補助壁 

ケース1

（今回工認モデル） 
設計基準強度 非考慮 標準地盤 基本ケース 

ケース2

（地盤物性＋σ）＊1 
設計基準強度 非考慮 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊2 

ケース3

（地盤物性－σ）＊1 
設計基準強度 非考慮 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊2 

ケース4

（実強度） 
実強度 考慮 標準地盤 

本検討におい

て考慮するケ

ース 

ケース5

（実強度・地盤物性＋σ） 
実強度 考慮 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％）＊2 

ケース6

（実強度・地盤物性－σ） 
実強度 考慮 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％）＊2 

注記＊1：ケース 2（地盤物性＋σ）及びケース 3（地盤物性－σ）については，耐震計算 

に用いる耐震条件（設計用条件Ⅰ）に含まれている。詳細については，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及 

び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」を参照 

  ＊2：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地盤のＳ波速度Ｖｓ及び 

Ｐ波速度Ｖｐの不確かさを設定する。 
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2. 検討方針

原子炉建物に設置される機器・配管系への建物剛性と地盤物性の変動（表 1－1 のケー

ス 4,5,6）による影響検討フローを図 2－1 に示す。

影響検討はⅥ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に示す地震応答解析モデルである

今回工認モデルの地震応答解析結果，又は，Ⅵ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉

内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に示す原子炉圧力容器，ガンマ線

遮蔽壁及び原子炉圧力容器ペデスタル等の地震応答解析モデル（以下「原子炉本体地震応

答解析モデル」という。）の地震応答解析結果を耐震評価に用いる設備に対して行う。 

なお，原子炉本体地震応答解析モデルの建物剛性と地盤物性の変動を考慮した地震応答

解析においては，原子炉建物のコンクリート強度の不確かさの設定と同様に，原子炉圧力

容器ペデスタルについてコンクリートの実強度による縦弾性係数を設定する。 
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図 2－1 建物剛性と地盤物性の変動による影響検討フロー 
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3. 検討結果

簡易評価により条件比率が設備の裕度を上回った 14 設備を詳細評価対象設備として選

定し，詳細評価を実施した結果，すべての設備において，発生値が許容値以下であること

を確認した。 

詳細評価による発生値が当該設備の耐震計算書における発生値を上回る設備（5 設備）

の詳細評価に用いた耐震条件（建物剛性変動考慮耐震条件）のうち，震度を表 3－1，床応

答スペクトルを図 3－1～図 3－5 に示し，詳細評価結果を表 3－2 に示す。 

影響検討の結果から，建物剛性と地盤物性の変動を考慮しても機器・配管系が有する耐

震性に影響がないことを確認した。 

表 3－1 建物剛性変動考慮耐震条件（震度）（基準地震動Ｓｓ） 

設備名称 構造物名 
床面高さ

(m) 

震度×1.2 

NS 方向 EW 方向 鉛直方向 

主蒸気系配管 

（MS-PD-4） 
ガンマ線遮蔽壁  1.84 1.94 1.40 

残留熱除去系配管 

（RHR-PD-7） 
原子炉格納容器  1.48 2.30 1.14 

原子炉浄化系配管 

（CUW-PD-1） 

原子炉圧力容器

ペデスタル 
 1.04 1.11 0.90 

ベント管 原子炉格納容器  0.95 1.03 0.88 

ダウンカマ 原子炉格納容器  0.95 1.03 0.88 
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上段：水平方向（NS）床応答スペクトル 

中段：水平方向（EW）床応答スペクトル 

下段：鉛直方向床応答スペクトル 

図 3－1 建物剛性変動考慮耐震条件（床応答スペクトル）（基準地震動Ｓｓ） 

（主蒸気系配管（MS-PD-4）） 
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上段：水平方向（NS）床応答スペクトル 

中段：水平方向（EW）床応答スペクトル 

下段：鉛直方向床応答スペクトル 

図 3－2 建物剛性変動考慮耐震条件（床応答スペクトル）（基準地震動Ｓｓ） 

（残留熱除去系配管（RHR-PD-7）） 
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上段：水平方向（NS）床応答スペクトル 

中段：水平方向（EW）床応答スペクトル 

下段：鉛直方向床応答スペクトル 

図 3－3 建物剛性変動考慮耐震条件（床応答スペクトル）（基準地震動Ｓｓ） 

（原子炉浄化系配管（CUW-PD-1）） 

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0 

0

1

2

3

4

5

震
度

固 有 周 期 [s]

建物剛性変動考慮耐震条件

原子炉格納容器ペデスタル

減衰定数：

NS方向

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0 

0

1

2

3

4

5

震
度

固 有 周 期 [s]

建物剛性変動考慮耐震条件

原子炉格納容器ペデスタル

減衰定数：

EW方向

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0 

0

1

2

3

4

5

震
度

固 有 周 期 [s]

建物剛性変動考慮耐震条件

原子炉格納容器ペデスタル

減衰定数：

鉛直方向



8 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
 R
0 

上段：水平方向（NS）床応答スペクトル 

下段：水平方向（EW）床応答スペクトル 

図 3－4 建物剛性変動考慮耐震条件（床応答スペクトル）（基準地震動Ｓｓ） 

（ベント管＊） 

注記＊：鉛直方向は剛構造であり，床応答スペクトルを適用しない。 
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上段：水平方向（NS）床応答スペクトル 

下段：水平方向（EW）床応答スペクトル 

図 3－5 建物剛性変動考慮耐震条件（床応答スペクトル）（基準地震動Ｓｓ） 

（ダウンカマ＊） 

注記＊：鉛直方向は剛構造であり，床応答スペクトルを適用しない。 
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表 3－2 建物剛性と地盤物性の変動を考慮したモデルによる機器・配管系への影響を 

検討した詳細評価結果（基準地震動Ｓｓ） 

設備名称 評価部位 応力分類 
発生値＊1 

(MPa) 

許容値 

(MPa) 

評価

結果 

主蒸気系配管 

（MS-PD-4） 
配管本体 

一次応力 367 375 

○ 一次＋二次応力 886 375 

疲労＊2 0.9598＊3 1 

残留熱除去系配管 

（RHR-PD-7） 
配管本体 

一次＋二次応力 573 366 
○ 

疲労＊2 0.1923＊4 1 

原子炉浄化系配管 

（CUW-PD-1） 
配管本体 

一次＋二次応力 497 354 
○ 

疲労＊2 0.7792＊4 1 

ベント管 
ヘ ッ ダ 接 続 部

(P3)

一次＋二次応力 853 393 
○ 

疲労＊2 0.6418＊5 1 

ダウンカマ 

ベントヘッダと

ダウンカマの結

合部(P2-B) 

一次＋二次応力 1116 458 

○ 

疲労＊2 0.9556＊5 1 

注記＊1：一次＋二次応力の発生値が許容値を上回った場合は，疲労評価を実施する。 

＊2：単位は無次元 

＊3：疲労評価には個別に設定する等価繰返し回数   �回（基準地震動Ｓｓ）を適 

用する。 

＊4：疲労評価には一律に設定する等価繰返し回数�150�回（基準地震動Ｓｓ）を適 

用する。 

＊5：疲労評価には個別に設定する等価繰返し回数�  �回（基準地震動Ｓｓ）を適 

用する。 

4. まとめ

原子炉建物内に設置される機器・配管系について，建物剛性と地盤物性の変動を考慮し

た場合の耐震性への影響がないことを，簡易評価により詳細評価対象に選定した設備の詳

細評価によって確認した。 




